
様式第10（第５条第１項関係）

申請者

　　　　開発許可を受けた予定建築物等の用途

注）※印は、記入しないこと。

予定建築物等の用途の変更許可申請書

※　　許　可　欄

東大阪建指開第　　　　　号

    　　　  年　　　月　　　日

（電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

年　　　月　　　日

（宛先）東大阪市長

（電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

氏名

許可を受けようとする建築物又は特定工作物の用途

申請代理人住所氏名

都市計画法第４２条１項ただし書の規定による許可を受けたいので、次のとおり申請します。

29,000円
（教 示）
１　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、東
大阪市長に対して審査請求をすることができます。
２　この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月
以内に、東大阪市を被告として（訴訟において東大阪市を代表する者は東大阪市長となります。）、処分の取消し
の訴えを提起することができます。
なお、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを
知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。
３　ただし、上記１又は２の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁
決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起す
ることができなくなります。

          東大阪市長   　　                       　　㊞

※　受付欄

※　備　考 ※　手数料欄

住所

許 可 を 要 す る 理 由

建築物又は特定工作物の
敷 地 の 所 在 及 び 地 番

開 発 登 録 簿 の 番 号



住　所

氏　名 　　　㊞

（ＴＥＬ　　 　　　　－　　　　　－　　　　　　　）

（委任事項）

住所

氏名

・都市計画法第２９条第１項・第３２条・第３５条の２・第３６条・
　第３７条・第３８条・第４１条第２項・第４２条第１項・第４３条・
　第４４条・第４５条・第５３条の許可・同意申請及び届出
・宅地造成及び特定盛土等規制法第１２条第１項・第１６条第１項・
　第１６条第２項・第１７条第１項・第１８条第１項・
　第１９条第１項・第２１条第１項の許可申請及び届出並びに報告
・建築基準法第４２条第１項第５号の位置の指定の申請及び届出
・東大阪市開発指導要綱協議申出書及び協定書の締結
・東大阪市開発指導要綱変更届出
・変更協議申出書及び変更協定書の締結

以上に関する申請手続き・訂正・受領の件。

　　　　　年　　　月　　　日

㊞　　　　  

 と定め下記に関する一切の権限を委任いたします。

記

委　任　状

私儀　    を代理人



所有権以
外の権利
の種類

同意

及び権利
者の住所
及び氏名

年月日

権　利　者　の　同　意

申請者　　　　　　　　　　　　　殿

土地の所
在及び地
番

地目
地積
（㎡）

所有者の
住所及び
氏名

同意印

申請者　　　　　　　　　　　　　の施行に係る建築物の
用途の変更については異議がないので同意します。

備考
１　１人毎の同意書を取った場合は、同意印の欄に「別紙」と記入して
２　この用紙は権利の同意のみに使用してください。
３　１欄１筆毎に使用してください。


